





























































近年の実態調査によれば、平成 27 年 4 年現在、センター総数は 4685 カ所であり、うち市町村直
営が 26%で残りが民間法人等に委託されている。主な委託先は社会福祉法人（社協以外）が 40%、
社協 14%、医療法人 13％であり、1センターあたりの職員総数平均は 6.5 人、包括的支援事業に従事












































































































年齢についても、社会福祉士は主任CM、保健師と比較して、20 ～ 30 代の職員が多いことがわかる。
また、役職で見た場合には、管理者である主任 CMが 3分の 1おり、勤務年数の平均値も主任 CM
が最も長い。これに対してA市における調査では性別に関して、職種間の有意差が見られたものの、
他の項目について職種間の有意差は見られなかった。性別について、保健師は全員女性であった一方、
他の 2職種では男性が 3分の 1、女性が 3分の 2という比率になっている。年齢は、いずれの職種に
おいても 40 代の職員が最も多くなっており、全国調査と比較して 20 ～ 30 代の職員の割合が少ない。
また、勤務年数は全国調査と比較して長くなっているが、調査時期が異なっているため、単純に比
較することはできない。
表 1-1　地域包括支援センター 3 職種の基本属性（全国調査）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人数（％）
　 　 主任CM 社会福祉士 保健師 有意差
性別 男性 35（14.6%） 104（42.6%） 5（2.1%） **
　 女性 205（85.4%） 140（57.4%） 232（97.9%） 　
　 20 代 1（0.5%） 39（16.0%） 15（6.4%） 　
　 30 代 30（12.4%） 119（49.0%） 53（22.6%） 　
年齢 40 代 98（40.7%） 60（24.7%） 93（39.6%） **
　 50 代 95（39.4%） 23（9.5%） 61（26.0%） 　
　 60 代以上 17（7.0%） 2（0.8%） 32（4.4%） 　
管理者 管理者である 78（32.4%） 25（10.3%） 33（13.9%） **





表 1-2　地域包括支援センター 3 職種の基本属性（A 市調査）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人数（％）
　 　 主任CM 社会福祉士 保健師 有意差
性別 男性 4（33.3%） 13（35.1%） 0（0.0%） *
　 女性 8（66.7%） 24（64.9%） 17（100.0%） 　
　 20 代 0（0.0%） 1（2.7%） 0（0.0%） 　
　 30 代 1（8.3%） 10（27.0%） 0（0.0%） 　
年齢 40 代 6（50.0%） 13（35.1%） 93（39.6%） －
　 50 代 4（33.3%） 10（27.0%） 61（26.0%） 　
　 60 代以上 1（8.3%） 3（8.1%） 32（4.4%） 　
管理者 管理者である 4（33.3%） 2（11.8%） 4（11.1%） N.S.











主任CM 社会福祉士 保健師 有意差
自治体 79（32.9%） 78（32.1%） 90（37.8%）
社会福祉法人 108（45.0%） 112（46.1%） 99（41.6%）
設置法人 医療法人 27（11.3%） 30（12.3%） 33（13.9%） N.S.
株式会社 3（1.3%） 5（2.1%） 1（0.4%）
その他 23（9.6%） 18（7.4%） 15（6.3%）
　　*p<0.05**p<0.01　N.S.有意差なし
表 2-2  　　地域包括支援センターの設置法人（A 市調査）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人数（％）
　 　 主任CM 社会福祉士 保健師 有意差
　 社会福祉法人 5（41.7%） 14（37.8%） 5（29.4%） 　
設置法人 医療法人 6（50.0%） 19（51.4%） 12（70.6%） N.S.























































　 業務の配分割合（合計を 100 とした場合） 多重比較
　 主任CM 社会福祉士 保健師 有意差 （Tukey）
①地域高齢者の実態把握  5.02  6.98  7.35 * SW、NS＞主任 CM*
②総合相談 15.02 18.95 14.22 ** SW＞主任 CM、NS**
③権利擁護  4.41 12.44  3.07 ** SW＞主任 CM、NS**
④支援困難ケースへの相
談支援  8.49  8.93  6.74 * SW＞ NS*
⑤地域のケアマネ支援  8.6  3.22  3.41 ** 主任 CM＞ SW、NS**
⑥地域ネットワーキング  6.69  6.11  4.52 ** 主任 CM＞NS**
⑦介護予防ケアマネジメ
ント 26.07 24.22 27.18 N.S. 　
⑧その他の介護予防事業  4.99  4.64 16.11 ** NS ＞主任 CM、SW**
⑨市町村からの委託業務  3.39  3.24  4.22 N.S. 　





表 3-2　3 職種別にみる業務の配分割合（A 市調査）
　 業務の配分割合（合計を 100 とした場合） 多重比較
　 主任CM 社会福祉士 保健師 有意差 （Tukey）
①地域高齢者の実態把握  5.91  6.67  9.27 N.S. 　
②総合相談 25.45 30.91 31.36 N.S. 　
③権利擁護  5  7.27  6.45 N.S. 　
④支援困難ケースへの相
談支援  8.64  8.94 11 N.S. 　
⑤地域のケアマネ支援 10.73  6.39  2.82 ** 主任 CM＞ SW、NS**
⑥地域ネットワーキング  8.82  6.03  3.82 N.S. 　
⑦介護予防ケアマネジメ
ント 23.18 19.55 15 N.S. 　
⑧その他の介護予防事業  3.64  4.61 12.91 ** NS ＞ SW、主任 CM**
⑨市町村からの委託業務  8  6.27  4.64 N.S. 　











　 主任CM 社会福祉士 保健師 有意差 （Tukey）
①地域高齢者の実態把握  2.52  2.62  2.63 N.S. 　
②総合相談  2.42  2.53  2.4 N.S. 　
③権利擁護  3.03  3.24  3.21 ** SW＞主任 CM**
④支援困難ケースへの相
談支援  3.02  3.19  3.06 * SW＞主任 CM**
⑤地域のケアマネ支援  2.77  2.75  2.72 N.S. 　
⑥地域ネットワーキング  3  3.04  2.98 N.S. 　
⑦介護予防ケアマネジメ
ント  2.35  2.42  2.44 N.S. 　
⑧その他の介護予防事業  2.25  2.3  2.43 * NS ＞主任 CM*
⑨市町村からの委託業務  2.29  2.36  2.39 N.S. 　




表 4-2　3 職種別にみる業務の困難度（A 市調査）
　 業務の困難度（平均値：4＝非常に困難） 多重比較
　 主任CM 社会福祉士 保健師 有意差 （Tukey）
①地域高齢者の実態把握  2.5  2.67  2.54 N.S. 　
②総合相談  2.7  2.67  2.41 N.S. 　
③権利擁護  3.13  3.21  3.31 N.S. 　
④支援困難ケースへの相
談支援  3.44  3.23  3 N.S. 　
⑤地域のケアマネ支援  2.73  2.84  2.38 N.S. 　
⑥地域ネットワーキング  3.11  3.13  2.56 * SW＞ NS*
⑦介護予防ケアマネジメ
ント  2.55  2.42  2 * 主任 CM＞NS*
⑧その他の介護予防事業  2.17  2.31  2.13 N.S. 　
⑨市町村からの委託業務  2.44  2.4  2.14 N.S. 　
⑩その他  2  2.25  2.25 N.S. 　
*p<0.05**p<0.01　　N.S.有意差なし
＜職務満足度＞
職務満足度は、Lee の開発したQWLSCL 尺度（2003）を用いて把握した 12。この尺度は、「成長満足」
（項目 1～ 5）、「同僚との関係満足」（項目 6,7）、「待遇に対する満足」（項目 10 ～ 13）、「上司との







































と思う 12.3 28.8 52.1 2.7 4.1 0.0
2 この仕事は「やり甲斐のある仕事」だと思う 13.9 26.4 54.2 4.2 1.4 0.0
3 この仕事は私の信念・信条にかなうものであ
る 5.6 15.5 56.3 9.9 9.9 2.8
4 この仕事で自分のもつ資格が生かせると思う 16.2 35.1 35.1 8.1 4.1 1.4
5 この仕事には幅広い知識が必要であると思う 62.2 17.6 18.9 0.0 1.4 0.0
6 私と同僚との間には信頼関係が成り立ってい
る 9.5 27.0 52.7 6.8 4.1 0.0
7 私と同僚との関係はよいと思う 10.8 24.3 56.8 5.4 2.7 0.0
8 同僚は仕事のうえで協力的であると思う 10.8 33.8 50.0 2.7 2.7 0.0
9 職場の人間関係はよいと思う 9.5 24.3 50.0 6.8 9.5 0.0
10 仕事の成果と給料はつり合っていると思う 1.4 5.5 28.8 20.5 27.4 16.4
11 給料は私の年齢や業務内容に見合っていると
思う 0.0 6.8 20.5 24.7 30.1 17.8
12 給料は同僚と比べて適当だと思う 0.0 7.0 38.0 28.2 16.9 9.9
13 職場の福利厚生は適切だと思う 0.0 6.9 25.0 22.2 27.8 18.1
14 私と上司の関係はよいと思う 10.8 17.6 40.5 9.5 14.9 6.8


































1 こんな仕事，もうやめたいと思うことがある。 20.3 32.4 28.4 10.8 8.1
2 われを忘れるほど仕事に熱中することがある。 45.9 16.2 17.6 16.2 4.1
3 こまごまと気くばりすることが面倒に感じることがある。 16.2 32.4 27.0 23.0 1.4
4 この仕事は私の性分にあっていると思うことがある。 9.6 24.7 31.5 28.8 5.5
5 同僚や患者の顔を見るのも嫌になることがある。 44.6 33.8 13.5 6.8 1.4
6 自分の仕事がつまらなく思えてしかたのないことがあ
る。 36.5 35.1 18.9 6.8 2.7
7 1 日の仕事が終わると「やっと終わった」と感じるこ
とがある。 17.8 23.3 28.8 15.1 15.1
8 出勤前，職場に出るのが嫌になって，家にいたいと思
うことがある。 29.7 23.0 20.3 21.6 5.4
9 仕事を終えて，今日は気持ちのよい日だったと思うこ
とがある。 17.6 31.1 41.9 8.1 1.4
10 同僚や患者と，何も話したくなくなることがある。 44.6 33.8 12.2 8.1 1.4
11 仕事の結果はどうでもよいと思うことがある。 17.6 35.1 20.3 17.6 9.5
12 仕事のために心にゆとりがなくなったと感じることが
ある 17.6 35.1 20.3 17.6 9.5
13 今の仕事に，心から喜びを感じることがある 9.5 45.9 31.1 10.8 2.7
14 今の仕事は，私にとってあまり意味がないと思うこと




ある。 45.9 28.4 16.2 8.1 1.4
16 体も気持ちも疲れはてたと思うことがある。 14.9 35.1 24.3 18.9 6.8
17 われながら，仕事をうまくやり終えたと思うことがあ






バーンアウト得点 本調査（2018） 清水ら（2002） 望月（2011） 山口ら（2015）
　 包括専門職 社会福祉士 包括専門職 包括専門職
情緒的消耗感 13.32（SD=4.79） 12.54（SD=4.17） 16.55（SD=4.4） 平均値3.08（SD=0.98）
脱人格化 11.52（SD=4.56） 11.15（SD=3.92） 10.1（SD=3.0） 平均値1.91（SD=0.73）
個人的達成感
（反転なし） 14.49（SD=3.80） 16.77（SD=3.92） 17.0（SD=4.2） 平均値2.41（SD=0.71）
表 8　田尾・久保（1996）によるバーンアウトの自己診断基準と本調査結果の比較
診断 情緒的消耗感 脱人格化 個人的達成感（反転）
まだ大丈夫（40%以下） 5 ～ 15 6 ～ 11 25 ～ 18
平均的　　（40 ～ 60％） 16 ～ 18 12 ～ 14 17 ～ 16
注意　　　（40 ～ 60％） 19 ～ 20 15 ～ 17 15 ～ 13
要注意　　（40 ～ 60％） 21 ～ 23 18 ～ 20 12 ～ 10
危険　　　（40 ～ 60％） 24 ～ 25 21 ～ 30 9 ～5
本調査 13.32 11.52 21.51
＜精神的健康＞




















































表 10　GHQ12 の既存調査 15）査結果との比較
　 平均値 標準偏差 注記
1.全体 3.787 3.345 ＊ 1. ～ 7. は中川・大坊（2013）のまとめによる。
2.神経症者 6.467 3.599 ＊＊ここでいう健常者とは以下のすべてに該当する人
3.大学生－ 1 3.747 2.971 1）最近 3か月のうちに医者の診察を受けたことがない
4.大学生－ 2 4.368 3.310 2）現在、薬を定期的に飲んでいない
5.健常者 1.755 1.505 3）最近 3 か月の間、体調不良や通院のために仕事を休んでいない
6.Web 健常者 2.439 3.062 4）最近 1年間、近親者や家族で亡くなった人がいない
7.Web 一般 3.947 3.651 5）最近 1年間、公的な経済援助を受けていない







































β 　 β 　 β 　 β 　 β 　 β 　
性別 　 0.11 　 　 0.18 　 － 0.21 　 － 0.11 　 － 0.05 　 － 0.01 　
年齢 － 0.18 　 － 0.16 　 － 0.16 　 　 0.13 　 － 0.25 　 － 0.22 　
経験年数 － 0.003 　 － 0.12 　 　 0.04 　 　 0.03 　 　 0.2 　 　 0.06 　
勤務年数 － 0.003 　 　 0.26 （*）　 0.23 　 　 0.11 　 　 0.12 　 － 0.13 　
ケース数 　 0.18 　 　 0.07 　 　 0.07 　 － 0.02 　 － 0.07 　 － 0.05 　
残業時間 － 0.06 　 　 0.07 　 － 0.27 （*）－ 0.3 （*）－ 0.13 　 － 0.09 　
業務量 － 0.16 　 － 0.17 　 　 0.02 　 － 0.01 　 － 0.23 　 － 0.24 　
健康状態 － 0.29 （*）－ 0.41 ** － 0.08 　 － 0.1 　 　 0.35 * 　 0.41 **
スーパーバイ
ザーの有無 　 0.05 　 　 0.18 　 　 0.18 　 － 0.07 　 　 0.02 　 　 0.18 　

























































































































































次元別平均点で「成長満足」（本調査 4.53、Lee 調査 3.27）、「同僚関係」（本調査 4.33、Lee 調査 3.01）、
「待遇満足」（本調査 2.85、Lee 調査 2.32）、「上司関係」（本調査 3.72、Lee 調査 2.85）となっており、
いずれも本調査対象者の職務満足がかなり高くなっていた。ただし、そのなかで「待遇満足」は本
調査でもかなり低い水準にあり、介護職・看護職調査との差異もそれほど大きくないことが明らか
になった。先行研究において、職務満足度が離職を防ぎ、またサービスの質に影響を及ぼすことが
指摘されていることから、今後、給与等を含めた待遇面の改善は大きな課題といってよいだろう。
さらに、バーンアウトについては、情緒的消耗の次元では清水らの社会福祉士調査よりは高いものの、
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望月、山口らの研究結果よりは低くなっていたが、清水、望月らの研究に比べ自己達成感は低くなっ
ていた。ただし、いずれの次元も、田尾らによるバーンアウトの自己診断基準からみて注意すべき
レベルには達していなかった。また、GHQ12を用いた複数の研究と比較した結果では、全体平均の3.78
点を上回り、カットオフ値とされる 4点を超える平均値であったことは憂慮されるべきことであり、
今後、精査する必要がある。なお、既述したように、これらを従属変数とする重回帰分析の結果、
健康状態が規定要因であることが判明しており、今後、専門職らの健康状態のモニタリングによる
負担軽減策の導入が求められる。
　最後に、地域包括ケア構築にむけた課題に関する自由記述では、多職種連携に関する記述が最
も多くなっており、医療機関や施設等とのさらなる連携が模索され、そのために保険者である市の
果たすべきリーダーシップや柔軟な対応への要望が高いことがあらためて確認された。また、地域
包括ケア構築にむけては、市や保健医療機関のみならず、地域住民への周知や啓発への必要性も指
摘されている。他方、こうした地域包括ケア構築にむけた具体的な方策と同時に、業務が多岐にわたっ
ていることや、給与などの待遇面への不満もあげられている。
先般の介護保険法改正により、地域ケア会議とよばれる、ボトムアップによる課題解決の仕組み
が法的に明記されたとはいえ、依然としてその方法論は確立されておらず、十分に機能していない
状況にある。この取り組みが形骸化しないためにも、市および地域包括支援センター運営協議会は、
センターの担い手である専門職の業務負担、健康状態、意識をより一層きめ細かく把握しながら、
彼らの声に耳をかたむけ、地域ケア推進会議等によって課題を共有し、打開策を模索することが重
要である。
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地域包括ケア構築を担う地域包括支援センター専門職の業務負担と意識
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